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１１１１．．．．事業事業事業事業のののの目的目的目的目的    

海外や地域・現場におけるスポーツ施策・行政体制・予算等に関するデータの整備や、政策や社会の要請

に応える理論的・実証的研究など、わが国のスポーツ政策の企画立案の基盤を強化するための調査研究を

実施することにより、海外や地域・現場などにおけるスポーツ振興施策の最近の状況を適切に踏まえた効果

的・効率的かつ戦略的なスポーツ政策の企画立案に資することを目的とする。 

 

２２２２．．．．調査調査調査調査のののの内容内容内容内容    

（（（（１１１１））））諸外国諸外国諸外国諸外国におけるにおけるにおけるにおけるスポーツスポーツスポーツスポーツ振興施策等振興施策等振興施策等振興施策等にににに関関関関するするするする調査研究調査研究調査研究調査研究    

(1)-1 諸外国におけるスポーツ振興機関、法令、財源、施策等に関する調査研究  

①スポーツ担当部署の名称、予算、人員規模 

②スポーツ振興関連法、関連計画の内容 

③スポーツ振興財源のありかた 

④スポーツ団体の位置付け 

⑤障害者スポーツの位置付け 

⑥スポーツ振興に関する税制上の優遇措置 

⑦ナショナルスタジアムの設置形態、公的財政支援の状況 

(1)-2 組織図および比較表の作成 

①各国におけるスポーツ振興体制の組織図 

②諸外国におけるスポーツ振興施策の比較表    

    

（（（（２２２２））））国内国内国内国内におけるにおけるにおけるにおけるスポーツスポーツスポーツスポーツ振興施策等振興施策等振興施策等振興施策等にににに関関関関するするするする調査研究調査研究調査研究調査研究    

(2)-1 地方公共団体の状況に関する調査研究 

①スポーツ担当部署の名称、予算、職員数（全都道府県・市区町村を対象） 

②スポーツ振興事業団等のスポーツ振興に関わる組織の設置状況、予算、職員数（全都道府県・政令市

を対象） 

③スポーツ関係条例、スポーツ振興基本計画の策定状況および特色（全都道府県・市区町村を対象） 

④スポーツ振興財源の状況（全都道府県・政令市を対象とし、市区町村については5事例程度を抽出し、

事例調査を行う） 

⑤公立スポーツ施設の整備・運営状況（施設数、指定管理者制度の導入状況、運営費総額、運営費に対

する公費の支出額）（全都道府県・市区町村を対象） 

⑥スポーツリーダー・ボランティア等の保有状況（バンク等の設置の有無、登録人数、運用形態）（全都道府

県・政令市を対象） 

⑦地方公共団体において実施しているスポーツ関連調査（全都道府県・市区町村を対象） 

(2)-2 スポーツ団体等の状況に関する調査 

①中央競技団体の登録競技者数、職員数、財務状況 

②都道府県および市区町村体育協会の職員数、財務状況 

③障害者スポーツへの参加状況（専用施設の利用者数等） 

④公認指導者資格の活用状況 

    

（（（（３３３３））））そのそのそのその他他他他のののの事項事項事項事項にににに関関関関するするするする調査調査調査調査（（（（事例調査事例調査事例調査事例調査：：：：データデータデータデータ収集収集収集収集・・・・整理整理整理整理・・・・分析分析分析分析））））    

①地方公共団体における学校開放の状況 

②スポーツＮＰＯ法人の実態に関する調査 

 

    



（（（（４４４４））））有識者複数名有識者複数名有識者複数名有識者複数名をををを含含含含むむむむ『『『『シンポジウムシンポジウムシンポジウムシンポジウム』』』』のののの開催開催開催開催    

シンポジウムに代わる報告会を、以下のとおり予定していたが、開催予定当日の午後2時46分頃、東

北地方太平洋沖地震が発生し、文部科学省スポーツ・青少年局企画・体育課スポーツ政策室と協議し、開催の

中止を決定した。    

平成 22 年度 文部科学省『スポーツ政策調査研究』調査報告会 概要 

日 時：  平成 23 年 3月 11 日（金） 18：00 ～ 20：00 

会 場：  日本財団ビル 2 階 大会議室 （東京都港区赤坂 1-2-2） 

講 師：  齋藤健司氏（筑波大学大学院准教授／担当国：ﾌﾗﾝｽ・ｲﾀﾘｱ・中国・韓国） 

  内海和雄氏（一橋大学名誉教授／担当国：ｲｷﾞﾘｽ・ﾃﾞﾝﾏｰｸ・ｽｳｪｰﾃﾞﾝ） 

出雲輝彦氏（東京成徳大学教授／担当国：ｶﾅﾀﾞ） 

井上洋一氏（奈良女子大学教授／担当国：ｱﾒﾘｶ） 

寳學淳郎氏（金沢大学准教授／担当国：ﾄﾞｲﾂ） 

森 浩寿氏（大東文化大学准教授／担当国：ｵｰｽﾄﾗﾘｱ・ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ） 

田中暢子氏（中央大学兼任講師／担当内容：障害者ｽﾎﾟｰﾂ）    

    

３３３３．．．．事業事業事業事業のののの実施体制実施体制実施体制実施体制    

当財団内に諸外国調査および国内調査ともに委員会を設置し調査を実施した。委員等の詳細について

は、次頁を参照。 

 

(1)諸外国調査委員会： 

委員：7名 

期日：平成22年10月22日（金）18：30～20：00  

会場：笹川スポーツ財団会議室 

※その他、研究協力者14名、アドバイザー1名の協力を得た 

 

(2)国内調査委員会 

委員：4名 

期日：平成22年10月8日（金）16：00～17：30 

会場：笹川スポーツ財団会議室 

※その他、研究協力者4名の協力を得た 

    

(3)当財団実務担当者 

笹川スポーツ財団 企画部 工藤保子・澁谷茂樹 

TEL 03-3580-5854、FAX 03-3580-5968、Email:data@ssf.or.jp 

 

(4)当財団会計担当者 

笹川スポーツ財団 総務部 有田孝行・吉田智彦 

TEL 03-3580-5965、FAX 03-3580-5968、Email:somu@ssf.or.jp 

 

以上 


